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当社では、意見投稿呼びかけ問題等を踏まえ、コンプライアンス推進体制の強化や、
グループ一体となった従業員のコンプライアンス意識向上に取り組んでいます。

▶職場研修を中心とした従業員教育を強化し、コンプライアンス意識の醸成に取り組みました

2013トピックス

コンプライアンス経営の推進体制
　当社では、社長を委員長とするコンプライアンス委員
会のもと、業務執行機関の長を「コンプライアンス責任
者」として、活動計画を策定・実践するとともに、社内外
に相談窓口を設置するなどの体制を整備し、コンプライ
アンス経営を推進しています。
　また、グループ各社で構成するグループCSR推進部
会（P27参照）を中心に、グループ一体となった取組みを
推進しています。

コンプライアンス経営を推進します

コンプライアンス経営の推進体制

コンプライアンス

付託

取締役会（九州電力）

業務執行機関
（各本部、支社、センター等）

コンプライアンス責任者
（各本部部長、支社長、センター長等）

コンプライアンス担当者、
コンプライアンス支社所管エリア担当※

報告

提言・
モニタリング 報告

活動計画の策定・実践

相談
相談

コンプライアンス委員会

コンプライアンス小委員会

活動計画の策定・実践

【構成】委員長
委　員
監査役

：社長
：当社関係役員、労働組合委員長、社外有識者

コンプライアンス
推進責任者
（常務クラス）

コンプライアンス
教育推進者

社長（コンプライアンス委員会等）
グループ会社

グループCSR推進部会

連携
コンプライアンス
相談窓口

（社内・社外）

相談
役
　員

従
業
員

取
引
先役

　員

従
業
員

取
引
先

社　長
（コンプライアンス経営の最高責任者）

報告
報告

連絡

連携

※支社長直轄で、支社所管エリア内の教育・研修業務を担う

コンプライアンス
相談窓口

▼コンプライアンス経営の
　推進体制全体図
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イントラネット（イントラ）
コンプライアンス

コンプライアンス委員会
　当社では、取締役会のもとにコンプライアンス委員
会を設置（2002年10月）し、定期的にコンプライアン
ス経営に関する提言やモニタリングを行うとともに、
社会的影響の大きい不祥事が発生した場合には、社外
有識者から助言等を受けることとしています。 コンプライアンス

委員会

［役割］　◦コンプライアンス経営に関する
・方針や対策等の提言・審議�
・実施状況のモニタリング
◦�社会的影響の大きい不祥事が
発生した場合のコンプライア
ンス委員会社外有識者による
助言等

［構成］　�委員長：社長�
委　員：社外有識者（3名）�
　　　　労働組合委員長�
　　　　当社関係役員�
監査役

［開催］　原則として年2回

コンプライアンス相談窓口
　法令違反や企業倫理に反する行為の未然防止、早期
発見を目的に、「コンプライアンス相談窓口」を2003
年2月に設置しました。また、2005年4月からは社外の
弁護士事務所にも相談窓口を設置し、相談を受け付け
る体制を整備しています。
　この相談窓口利用者のプライバシーは、社内規定に
基づき厳格に保護され、利用者が相談・通報による不利
益な扱いを受けることはありません。
　当社では、文書や社内イントラ等による相談窓口活
用の呼びかけを行っており、2013年度には、11件の相
談・通報が寄せられました。（その内訳は右記のとおり）

● 不祥事事案の概要及び再発防止策
● �コンプライアンス推進における課題と今後の取組み
● �コンプライアンス相談窓口の運用状況
● �九州電力グループ従業員に対するアンケートによる意識
調査結果

▼2013年度の主な審議・報告事項
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▼相談・通報件数の推移

▼コンプライアンス相談窓口

相談者
当社・グループ各社の
役員・従業員、
お取引先

検討結果報告
（適宜）

検討結果報告
（適宜）

相談内容報告

検討結果報告（適宜）

※原則として匿名
※法的な助言（適宜）

相談
※原則として顕名

相談
※原則として顕名

社外相談窓口に
関するフロー
社内相談窓口に
関するフロー

社外
相談窓口
（弁護士）

社内
相談窓口

（地域共生本部）

相談内容を
整理・記録

問題点など検討、
事実関係確認、
対策検討
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教育・研修による従業員の意識向上
　従業員のコンプライアンス意識向上を目的に、集合
研修、職場研修等を実施しています。2012年度から
は、支社エリアに設置したコンプライアンス担当職位
等による従業員教育を強化しています。
　また、「私たちの目指す人材像」（2011年4月1日制
定：P81参照）で定めた「大切にしたい5つの意識（スピ
リッツ）」の中に「倫理の重視」を掲げるとともに、人事
考課においても評定項目とする等、コンプライアンス
経営の徹底及び従業員の意識の向上を図っています。
　さらに、グループ会社に対しても、コンプライアンス
意識の向上に向けた研修を実施するとともに、各社の
コンプライアンス教育推進者の養成を図るなど、各社
における教育・研修の推進を支援しています。

▼コンプライアンス研修の実績（2013年度）

項　目 実　績

職場研修 10,198名（延べ）

階層別研修 380名

グループ会社向けの研修

CSR研修
38社 274名

コンプライアンス�
教育推進者研修

14社   17名

コンプライアンス行動指針
　当社では、判断に迷ったときの行動基準や、お客さまや
株主・投資家などステークホルダーとの関係における留
意点などを具体的に記載した「コンプライアンス行動指
針」を全役員及び全従業員に配布しています。

● お客さまとの信頼関係の構築
●電気の安定供給・品質維持と安全性の確保
●お取引先との良好な関係の構築
●競合企業との公正な競争関係の維持
●厳正な許認可申請・届出手続きの実施

▼コンプライアンス行動指針の主な記載項目

コンプライアンス意識の向上への取組み

　従業員のさらなるコンプライアンス意識向上のため、各種コンプライアンス研修の充実に向けた取組みを行って
います。

コンプライアンス
ステークホルダー用 語 集   

　私たちFacebookチームでは、さまざまな情報を社内から収集し、皆さまから「いいね！」と
共感していただける記事となるよう心がけています。異なるグループから結成されたチーム
であるため、最初は価値観の違いに戸惑う部分もありましたが、互いの得意分野でカバーし
合いながら、日々の投稿記事を考えています。
　Facebookはこれまでの情報発信と違い、「いいね！」や「コメント」で皆さまの反応が、すぐ
に返ってくる媒体です。これからも、皆さまの「いいね！」を励みに、思いを込めた情報をお届
けしていきます。

社 員 の

社 員 の

　

　2012年の九州北部豪雨災害では、山村塾の拠点のある笠原地区全体が、甚大
な被害を受けました。復旧作業は進み、町は災害前の姿に戻りつつありますが、機
械による作業が難しい棚田や水路などの復旧は、人手に頼らなければなりません。
　九州電力グループの皆さんには、そのような人手での作業が必要な棚田や茶畑、
林道側溝の復旧作業などにご尽力いただきました。どれも力のいる作業であり、慣れ
ない作業で大変だったかと思いますが、おかげさまで予想以上に復旧作業が進み、一
部は2014年から棚田米の作付けができるほどまで回復することができました。
　今後は、棚田の復旧活動に加え、災害で耕作放棄された土地の維持管理を、ボ
ランティアを募集しながら実施していく予定です。引き続き、笠原地区の復興への
ご協力をお願いします。

　

私たちの思いが込められたFacebookページを、
ぜひご覧ください

NPO法人 山村塾事務局長  小森さんからのメッセージ

NPO法人 山村塾
事務局長 小森 耕太さん

こもり こうた

　
　野焼きは、多くの参加者が必要であり、大変危険な作業ですが、大自然の中で身体を動
かすと清々しく、無事に作業を終えた時に味わう達成感は忘れられません。
　私は、地域との大切な接点の一つとして、この野焼きの事務局を担当しています。地域
の皆さまと協力し、社員一人ひとりが活動に取り組む姿を通じて、九州電力を少しでも身近
に感じてもらえれば嬉しく思います。
　坊ガツルは希少植物も多く、こうして野焼きを行うことで自然を守ることができています。
また、夏には美しい緑一面の湿原が広がり、訪れる多くの人を癒やしています。

地域の方と協働で復活させた野焼きは
今では大分支社最大級のイベントになりました

　

地域共生本部　
事業法務グループ 松﨑 文子

まつざき あやこ

「同じ場面に遭遇したらどうするか」
自分の事としてコンプライアンスを考えることができました

社 員 の

社 員 の

社 員 の

地域共生本部　
インターネット･社内報グループ 山本 英児

やまもと えいじ地域共生本部　
総務計画･ＣＳＲグループ 照山 太一

てるやま たいち 情報通信本部
システム統括･事務系ＩＴグループ 吉田 龍義

よしだ たつよし

みなさまの「いいね！」を
　　　お待ちしています！

九州電力Facebookチーム一同

　当社では、新入社員教育の中で安全教育を実施した後も、各支社において、入社2年目、5
年目、10年目･･･と、継続した安全教育を行っています。講師である私は、現場において、一
人ひとりが自律的に安全を実践できるよう、グループ討議による参加者同士の気づきを醸成
しながら研修を行っています。
　参加者とのコミュニケーションや研修後のアンケートなどにより、研修効果の確認や参加
者のニーズの把握に努めながら、これからも、安全教育を通じた現場力の強化に取り組んで
いきます。皆さん、ご安全に！！

福岡支社 人事労務部
労務安全グループ 野中 純治

のなか じゅんじ

安全教育を通じて“現場力”を高めることが私の任務です

　コンプライアンス研修では、他部門の方も含めた少人数の班に分かれ、用意された複数の事例
に沿って、コンプライアンス上問題となる行為はないか、正しい対応とはどうだったのか、班で議
論しました。
　用意されていた事例は、実際に起こりうるような事例ばかりで、｢同じような場面に遭遇した場合
に、自分がきちんと対応できるか？｣と、他人事ではなく、身近な事として真剣に考え、危機感を持
つ良い機会となりました。また、班の他の参加者には、自分とは違う視点で、違うリスクに着目して
いる方も多く、多様な価値観に気づくこともできました。

大分支社　企画・総務部
地域共生グループ 井上  徹

いのうえ とおる

　字幕放送は、聴覚に障がいのある方や高齢者の方だけでなく、一般の方にも、音声が聴き
取りづらい状況でテレビを見るときに役立っています｡近年では、災害時などにも利用されて
おり、それだけに、文字や言葉遣い、文章表現については、高い技術が求められます。
　私は通院しながら、この仕事をしていますが、会社のサポートはもちろん、スタッフ同士が
支え合う、通院しやすい環境であることに感謝しています｡分かりやすい字幕放送を、これか
らも皆さまにお届けできるよう、社会的意義の大きなこの仕事にやりがいを感じながら、取り
組んでいきたいと思います｡

㈱九州字幕放送共同制作センター
制作部 魚住 朋史

うおずみともひと

日 の々字幕放送は、スタッフ同士の支え合いで作られています
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社内イントラを活用した情報共有
　コンプライアンスに関する最新の情報を一元的に管
理するシステムを、社内イントラネット上に開設し、九
州電力グループ全体で情報共有に努めています。
　今後も、職場単位での対話・教育等に有効活用できる
情報を提供し、従業員のコンプライアンス意識向上を
図っていきます。

▼コンプライアンス・イントラネットの掲載内容

ホウムの家
・法律相談事例集
・法律マメ知識
・法令情報

こんぷら
サポート便

・ニュース&キーワード
・コンプライアンス3分間講座
・クイズ！�これって○？×？

推進・教育ツール ・教育素材集

コンプライアンス
経営への取組み

・コンプライアンス推進体制
・�コンプライアンス委員会、グループCSR
推進部会関連資料
・コンプライアンス関連規定文書
・�コンプライアンス、セクハラ・パワハラ相
談窓口関連情報

▼最近のコンプライアンス講演会の実績

年　度 テーマ 講　師

2013 飲酒運転の根
絶に向けて

当社統括産業医�����藤代　一也�氏
福岡県飲酒運転撲滅活動アドバイザー�

大庭　茂彌�氏

2012
インターネッ
ト社会におけ
る企業のコン
プライアンス

関西大学�社会安全学部教授　
髙野　一彦　氏

2011
企業不祥事の
発生と経営幹
部の役割につ
いて

経営倫理実践研究センター
上席研究員

　池田　耕一�氏

コンプライアンス推進月間
　毎年１月を｢コンプライアンス推進月間｣と位置づけ、コ
ンプライアンス講演会を始めとする各種の取組みを全社
で実施しています。
　コンプライアンス講演会は、例年タイムリーな話題に関
する専門家等を講師に招き、当社及びグループ会社社員
を対象に開催しています。2013年度は、当社産業医及び
福岡県の飲酒運転撲滅活動アドバイザーを講師として招
き、「飲酒運転の根絶に向けた思い」をテーマとする講演
会を開催しました。
　また、各事業所においても、研修会等を積極的に行って
います。
　今後も各種の取組みを実施し、グループ全体でのコン
プライアンス意識の徹底を図っていきます。

コンプライアンス意識調査
　当社及びグループ会社の従業員を対象に、コンプライ
アンス意識の浸透度を把握することを目的として、コンプ
ライアンス意識調査を実施しています。
　調査結果の分析から抽出した課題を各種施策へ反映
し、意識向上への取組みに活用していきます。

▼コンプライアンス・イントラネット画面

▼コンプライアンス推進月間の各種取組み

▼コンプライアンス意識調査の概要

●コンプライアンス講演会
●各職場での飲酒予定の相互確認、声かけの実施
●飲酒運転撲滅に関する標語の募集、職場での掲示・唱和

●調査期間：2013年2月（グループ会社）、5月（当社）
●回�答�者：25,287名（対象者の約90％が回答）
●主な質問項目
　・コンプライアンスへの取組み
　・パワハラ・セクハラと思われる行為がないか
　・取引先との公平・公正な関係性　　　　　　　　他

イントラネット（イントラ）
コンプライアンス用 語 集   
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送配電ネットワーク利用の公平性・透明性確保
　送配電ネットワーク利用の公平性及び託送業務の透
明性を確保するため、行為規制やネットワーク利用に
関する規定・ルール等を制定し、これらに則して厳正な
取扱いを行っています。
　今後も引き続き、規定・ルール等を遵守することによ
り、公平性・透明性の確保、情報管理の徹底に努めてい
きます。

グループ会社向け関連法令ガイドブック、 
チェックリストの作成

　2010年12月、法的リスク発生の未然防止を目的に、
グループ各社に共通する労働者派遣法など6法令に関
するガイドブックと自己点検用のチェックリストを作
成し、グループ会社へ提供しました。
　法令改正に伴う内容の見直しを行い、都度、グループ
会社へ情報提供を行っております。
　今後とも、グループ会社の業務における自主的な活
用促進により、グループ一体となった法的リスクの低
減に取り組んでいきます。

法的リスク管理の強化
　法令に対する理解・認識不足から発生する不法行為等の未然防止に向け、グループ全体としての法的サポートを
充実させることにより、法的リスク管理の強化を図っています。

法律相談BOX
　当社及びグループ会社の社員等が業務を遂行するに
あたり生じる法的疑問・課題に対し、アドバイスを行う
「法律相談BOX」を設置し、法的サポートの充実を図っ
ています。
　業務に関する法律相談が気軽にできるよう、都度、周
知を行っています。

法令の改正情報を的確に把握するための取組み
　当社では、法令の改正情報について提供を受ける
サービスを導入し、都度改正情報の把握を行っていま
す。現在では、法令のほか、九州７県及び政令指定都市
の条例・規則等も対象とし、情報を適切に把握できない
ことに起因する法令違反の防止に努めています。

相談件数：121件
〈主な相談内容〉

● 契約書等審査　　　　●個人情報保護関係
●電柱敷地関係　　　　●著作権関係

▼2013年度「法律相談BOX」実績

公正な事業活動の徹底

企業情報➡電力自由化➡送配電ネットワーク利用の公平性・透明性確
保について

ホームページ
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お取引先と一体となった調達分野での 
コンプライアンス推進
　資機材や燃料の調達においては、「資材調達基本方
針」及び「燃料調達基本方針」のもと、法令の遵守はもち
ろん、安全確保や環境への配慮など、CSRに配慮した
調達活動に積極的に取り組んでいます。
　また、CSRに配慮した調達活動を実践するためには、
それぞれの基本方針に対するお取引先のご理解とご協
力が重要であるとともに、相互信頼に基づくパートナー
シップの確立が必要不可欠であると考えています。
　このため、「資材調達基本方針」及び「お取引先さまへ
のお願い」（ホームページ掲載中）並びに「燃料調達基本

方針」への理解を深めていただくために、お取引先に対
する情報発信・訪問等の機会をとらえ、周知・協力のお願
いを実施しています。
　今後も引き続き、お取引先への働きかけを行い、お取
引先との対等なパートナーシップを基盤としたコンプラ
イアンスの更なる推進を図ります。

「資材調達基本方針」及び「燃料調達基本方針」の内容

1　オープンな調達
　当社は、広く国内外の企業から、当社の事業運営上のニー
ズに合致し、品質・価格・納入面に優れた資材を調達します。

2 　公平・公正な対応
　当社は、品質・技術力・価格・経営的及び社会的信頼性・
納入の安定と納期の確実性・アフターサービス・既設設備と
の整合性・環境配慮・継続的改善への取組等を総合的に勘
案した合理的かつ公平な評価に基づき、公正にお取引先を
選定するなど調達活動全般に亘り、お取引先に対し公正な
対応を行います。

3 　法令・社会規範の遵守
　当社は、調達活動全般において、人権の尊重はもとより、
国内外を問わず法令とその精神、社会規範を遵守します。
また、お取引先にもこれらの遵守を求めます。

4 　反社会的勢力との関係遮断
　当社は、調達活動全般において、市民生活の秩序や安全
に脅威を与える反社会的勢力との一切の関係を遮断しま
す。また、お取引先にも同様の関係遮断を求めます。

5 　環境への配慮
　当社は、環境の保全や資源の有効活用に配慮した調達活
動を行います。
　その取組として、環境に優しい製品等を積極的に調達する
「グリーン調達」を推進し、お取引先と協働して循環型社会
の形成に貢献します。
※下線部は、「資材調達基本方針」のみ記載

6 　安全の確保
　当社は、公衆安全や作業従事者の安全を最優先する立場
から、お取引先に対して適切な安全衛生管理を求め、協力し
て安全の確保、災害の防止に取り組みます。

7 　情報セキュリティの徹底と個人情報の保護
　当社は、お取引先とともに、取引によって知り得たお互い
の機密情報、及び個人情報を適切に管理、保護します。

8 　契約の遵守と誠実な履行
　当社は、取引に関してとりかわした契約を遵守し、契約上
の義務を誠実に履行するとともに、お取引先にも契約の遵
守とその誠実な履行を求めます。

9 　コミュニケーションの推進と相互信頼の構築
　当社は、透明性の高い調達活動を行い、お取引先との良
好なコミュニケーションと節度ある健全な関係を推進するこ
とにより、相互信頼を築きあげます。

10　価値の創造
　当社は、お取引先を価値創造のパートナーと位置付けて
おり、新たな価値創造に積極的に取り組まれている企業を
尊重します。
　そうしたお取引先とともに、最適な品質や価格を追及し、
相互の発展を目指します。

11　地域・社会への貢献
　当社は、調達活動においても、お取引先とともに「良き企
業市民」として地域・社会の発展に寄与したいと考えておりま
す。

	1	 法令・社会規範の遵守
	2	 反社会的勢力との関係遮断
	3	 契約の遵守、誠実な履行
	4	 環境への配慮

	5	 安全の確保
	6	 情報セキュリティの徹底
	7	 安定した納入
	8	 良質なアフターサービス

	9	 �適正価格の追求と品質・技術力の
維持・向上

	10	 良好なコミュニケーションの推進

▼「お取引先さまへのお願い」の内容

企業情報➡資材調達情報➡資材調達基本方針

ホームページ

コンプライアンス
循環型社会用 語 集   
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情報セキュリティマネジメント体制
　当社では、情報通信本部長を総括責任者とする情報
セキュリティマネジメント体制のもと、本店各本部・各
事業所、各グループに責任者や管理者を配置し、社内情
報や個人情報など情報管理の徹底を図っています。
　また、全社、各部門、各事業所、各グループにおける
PDCAサイクルを的確に展開し、情報セキュリティの
確保や個人情報保護に取り組んでいます。

情報セキュリティ対策
　組織的・人的・物理的・技術的な側面から、さまざまな情報セキュリティ対策を講じています。

人的対策
　2013年度は、情報取扱ルールの理解促進に向け、情
報セキュリティ管理者（全グループ長・課長）を対象と
した集合研修や新入社員を対象とした教育を実施しま
した。
　今後も引き続き、従業員の意識向上・理解浸透を図る
ため、各種教育を実施していきます。

組織的対策
　従業員の規定類の理解促進に向け、各職場における
情報セキュリティの取組状況確認及び不適切な状況の
是正を毎年継続して実施しています。
　2014年度も引き続き、適切な情報の取扱いを徹底す
るため、各職場での遵守状況の点検、研修の開催等を実
施していきます。

▼情報セキュリティマネジメント体制図

情報セキュリティ総括責任者
（情報通信本部長）

（情報セキュリティ副総括責任者：地域共生本部長）

情報セキュリティ推進責任者：
情報通信本部 部長（情報システム担当）
情報セキュリティ副推進責任者：
地域共生本部 部長（危機管理担当）

情報セキュリティ責任者（本店）
（各担当部長）

部門部門部門部門

各
グ
ル
ー
プ
の
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ

情報
セキュリティ管理者
（各グループ長）

全社の
ＰＤＣＡ

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
責
任
者

（
本
店
以
外
の
事
業
所
長
等
）

各事業所の
ＰＤＣＡ

部門の
ＰＤＣＡ

情報セキュリティ基本方針

　IT（情報技術）が企業の活動や社会生活に深く浸透するこ
とに伴い、情報セキュリティの確保は、事業活動を有機的
かつ効率的に遂行するための前提条件となっております。
　このため、当社においても、最新・正確な情報を適正
な権限者のみが適時アクセスできる環境を構築するという
「情報セキュリティの確保」が経営上の重要項目であると
認識し、経営トップを最高責任者とする推進体制のもと、
全社一丸となって、以下の情報セキュリティの確保に向け
た取組を行います。

1　�情報セキュリティに関する法令、その他社会的規範及び当
社の情報セキュリティ管理規程その他規定類を遵守する。

2　�情報や情報システムの取扱いに関する規定類を整備する
とともに、従業員への定期的かつ継続的な教育を行うな
ど、従業員による不正行為や設備の誤用等を防止する。

3　�取引先へ本方針を周知のうえ、機密保持に関する契約を
締結するなど、取引先と連携した管理体制を整備し、情報
漏えい等を防止する。

4　�建物への入退管理やネットワークへの不正アクセス防止
等の安全管理対策を的確に実施し、情報の漏えい、盗難、
誤用、悪用を防止する。

5　�代替手段の確保や復旧手順の確立など、事前のリスク管
理を的確に行う。

6　�情報セキュリティに関する取組を定期的に検証し、改善
を図る。

7　�経営トップは、重大な情報漏えい事故等の事態が発生し
た場合は、自ら問題解決にあたり、原因究明のうえ、早
急な是正措置を講じ、再発防止を図るとともに、迅速か
つ正確な情報公開を行う。

情報セキュリティ・個人情報保護管理の徹底

PDCA（PDCAサイクル）用 語 集   
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技術的対策
　特定の企業を狙った標的型サイバー攻撃、新種ウイ
ルスの増大などのインターネット上の新たな脅威に備
えて、セキュリティ対策機能の強化を継続的に行って
います。
　また、USBメモリなどインターネットを経路しない
データの持ち込みについても、ウイルス感染防止機能
の強化を継続的に実施しています。

物理的対策
　各支社にICカード対応のセキュリティゲートを設
置するとともに、全営業所に機械警備システムを導入
するなど、執務室や建物への入室制限や施錠管理の徹
底に必要な設備対策を実施しています。

委託先に対する個人情報厳正管理の徹底
　個人情報保護法第22条において、委託元の委託先に
対する必要かつ適切な監督が義務付けられており、委
託先からの当社保有の個人情報の流出防止のため、委
託先に対する個人情報取扱状況の調査及び指導を行っ
ています。
　今後も引き続き、委託先からの個人情報の流出防止
に向けた管理徹底を図っていきます。

情報流出と再発防止策
　2013年度には、「電気ご使用申込書の紛失」などの
個人情報の不適切な取扱いが、わずかではありますが
発生しています。
　こうした情報流出の再発防止を期すため、個別事案
毎に事実関係の調査及び再発防止策等の検討・徹底を
図るとともに、今後とも継続的に注意喚起を行い、個人
情報や社内情報の適正管理を図っていきます。

グループ大での取組み
　グループ各社へ情報セキュリティ対策の向上に向けた
指導や技術的対策支援を行っています。
　今後も、グループ全体として情報セキュリティに関する
PDCAの徹底を図っていきます。

● 関係規定類に則った情報取扱の徹底
● �情報セキュリティ管理者（各グループ長）を対象とした集
合教育や従業員教育の実施

● �社内イントラネットによる情報流出事例の情報共有（グ
ループ会社を含む）

●委託先に対する個人情報取扱状況の調査及び指導

【再発防止策】

宮崎支社セキュリティゲート

イントラネット（イントラ）
PDCA（PDCAサイクル）用 語 集   


